
取り引きとしての日本の人材マネジメント
能力開発による働きがいの確保を
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　働きがいについて考える時、日本で
は見過ごされがちな事実がある。それ
は、90年代後半以降「質と量」のあらゆ
る面で労働環境が変化している点だ。
　「質」とは、組織のフラット化と仕事
のチーム化が進むことで、一人当りの職
務範囲が広がり、また深まったこと。ス
タッフは係長レベルの仕事を任される。
課長クラスでは、部長からスタッフの仕
事まで､プレイングマネジャーとしてこな
さなければならない。
　それまでは、上から与えられた仕事
をきちんとこなす、問題解決能力が重
視されていた。しかし今は、自分で仕
事を見つけなければならず、全ての層に
おいて問題設定能力が重要となってき
た。IT化の進展もあって、仕事の高度
化が進んだといえる。
　一方、「量」とは、人員を絞り込んだ結
果、1990年代の初めなら10人でやって
いた仕事量を、今は６人程度で行うのが
普通の状況をさす。
　このように質と量の両面で負担が大
きくなったにもかかわらず、一連の能力
主義改革でポストの削減や年功制見直
しが行われ、目に見える昇進や昇給の
機会は大幅に減った。働きがいをダイ
レクトに感じにくい環境になったといえ
よう。

　そもそも働きがいとは何だろう。そ
の本質は「取り引き」にたとえるとよくわ
かる。欧米型の短期雇用は、いわば現
金決済。契約に基づいて、雇われた人
は働きに見合う報酬やポストをそのつ
ど受け取る。募集も職務ごとだから、就
きたい仕事が最初から決まっている。
　これに対して日本型の長期雇用は、
信用決済。ここでの報酬の本質は、信
頼に基づく将来のキャリアそのものだ。
新卒でガサッととって適性を見ながら、
会社が適任と考えるポストを斡旋す
る。異動を繰り返すことによって仕事
の幅が広がり、能力、そして待遇も良く
なる。結果的に企業も社員も長期で帳
尻が合う。
　しばしば就職活動をする若者が「成
長できる会社に行きたい」というと、「会社
は学校ではない」と一蹴するが、実はこ
れは若者のほうが、本能的に働きがいの
本質を見抜いているのかもしれない。給
料の多い少ないや、望むポストにすぐ
就かせてくれるかどうかではない。日本
ではどれだけ能力開発に力を入れてく
れる会社なのかが大事なのである。
　これに関連して、グローバルな従業
員満足度の調査を見ると、上位には
グーグルやアップルなどイマドキの企
業が多い。ただ、これらは平均勤続年

数が数年程度と短いことでも知られて
いる。短期で報酬を享受して、次なる
ステージへと向かう人材を想定してい
るからだろう。
　一方、日本企業の多くは100位台に
ランクインする。なぜこれほど日本企
業の満足度が低いのか？
　構造的には、いわゆる「成長痛」の
問題がある。効率的な能力開発で重
要なことは、少しムリ目の仕事を継続
的にこなすことだ。なんとか頑張って
仕事ができるようになったと思ったら次
の職場へ異動。それを数年おきに繰り
返す。
　日本企業の働きがいとは、時間をか
けて成長を遂げた後にようやく実感で
きるもの。その時は、大変だ、辛いとし
か思えないが、長期間かかって成功し
た時の達成感は大きい。

　見逃してはならないのは、求められ
る職能が短期で変わるITなどの業種
を除けば世界の優良企業は、ほとんど
長期雇用であるという点だ。
　人材政策ではよく「Make or Buy」
とたとえられる。Makeとは長期雇用の
中で企業が自前で人を育てること。一
方、Buyは必要な時、必要なだけ買え
ばいいという考え方。
　だが、コミットメントが高い人材や、
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図表　取り引きの構図 取り引きパートナーとしての信頼

組織、仕事へのコミットメント

この20年あまり、企業では仕事のやり方や人的構成が大きく変わった。
ワーク・ライフ・バランスやダイバーシティも進む中、
さまざまな働き方をする社員で構成される組織にどう一体感を培うか。
90年代から現在に至る職場環境と、会社と個人との関係の
大きな変化を大藪毅氏が概説し、働きがいを高めるポイントを示す。

何十年にもわたる優良顧客との関係性
を熟知した特殊的人材は外から買うこ
とはできない。日本企業はこうした社
員がコアとなり成果を上げてきたし、引
き続き中心になるだろう。
　ところが今や組織内にはコミットメ
ントが高いMake型社員もいれば、役
割がなくなれば会社を去っていくBuy
型社員もいる。
　さらには社会意識の変化に伴いワー
ク・ライフ・バランスやダイバーシティと
いう課題に日本企業も取り組んできた
結果、働き方の多様化がかなり進んで
いる。もう90年代までの大卒・男性・
総合職という三位一体モデルをコアと
し、その他を補助と位置づける人材戦
略は大きく変化している。
　多様化する働き方や職業観を持つ人
が混在し、長期雇用を前提とした企業
への信頼がゆらぎ始めた今、1つの施策

で全ての社員の働きがいを高めること
はもうできない。欧米式にミッションや
理念を掲げるのも1つの方法だが、あま
りにも雲の上では機能しづらい。
　こんな時代、働きがいを高めるため
には、社員に会社や職場の「ファン」に
なってもらうしかない。キャリア形成
の主導権が個人へ移りつつある現在、
企業は社員に高い給与やステータスを
与えられるかどうかよりも、さまざまな
人材と、それぞれに見合った職務と働
き方、そして成長支援のポイントであ
る能力開発について幅広い「取り引き」
メニューを提示し、それに今まで以上

に取り組むことで信頼される「パート
ナー」にならなければならない。これ
ができる会社だけが、人材の多様性の
果実を享受できる時代になってきた。
　今までよりひとつ上の視点に立った
人材理念と施策を示すことで、それに
「共感」した多様な価値観を持つ優秀
な人材を集められるだけでなく、彼・
彼女らを育てることで社員としての「横
串」を刺し、組織への信頼と仕事への
コミットメントを抱いてもらうことが可
能になる。人材教育の役割は、ますま
す重要となるに違いない。

・ 取り引きメニューの整備と明示化
・ 働き方、雇用、キャリアパターンについて情報提供とサポート
・ 特に能力開発への投資＝キャリア形成のカギ

〈背景〉
・ 外国人、女性、専門職志向など
   さまざまな価値観を持つ
   個人の登場。
・ ワークキャリア、
   ワーク・ライフ・バランスへの
   自律意識の高まり

〈背景〉
・ ビジネス構造の変化に伴う
   人材の専門化と多様化
・ 優秀な人材の獲得と定着には、
   社内だけでなく
　社会まで意識した
   人材マネジメントが必要

・ 経験で発見した適性と自らの意志に沿ったメニュー選択とキャリア計画
・ 今そして将来に向けてのやりたいこと、やるべきことの自覚と責任
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